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１．緒　言

　文部科学省によると、不登校傾向にある児童・
生徒を対象としたキャンプなどの支援事業は、平
成17年度に2�都道府県64事業であったものが、平
成1�年度には35都道府県83事業と、都道府県数で
20.7％、事業数で30.0％もの増加を示している１）。

　200�年度13年目を迎えた、福岡県立少年自然の
家「玄海の家」が主催する不登校者を対象とした
本事業は、その継続期間の長さからも、先駆的で
あり、今日の同様な事業を一般化させるに重要な
役割を担ったものと考える。また、多くの不登校
者を対象とした事業は、年間に一事業実施される
ことが多いが、より高い教育効果とその定着を目

年間継続事業としての不登校キャンプの効果　第 2 報
　　ソーシャルスキルと生きる力からの検討　　

築 山　泰 典１）　　藤 井　雅 人１）　　中 嶋　優 友２）　　田 中　忠 道１）

The Effects of continual camp during a year for students 
of Non-attendance at school Ⅱ

　　 Examination from transformation of Social Skill 
and IKIRU CHIKARA(Zest of Living) 　　

Yasunori TSUKIYAMA1)  Masato FUJII1)  Yusuke NAKASHIMA2)  Tadamichi TANAKA1)

Abstract
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的に年間を通じて複数回継続的に実施されてきた
運営形態も一つの特徴であると言える。
　過去2年間、筆者は年間継続事業としての本事
業の特性及び有効性を検証するために、2007年度
には各回最終プログラムとして実施される“ス
ピーチ大会”における参加者の発言に関して時間
と文字数、そしてその内容からの検証を行った２）。
また、2008年度は事業参加前後の家庭における時
間の過ごし方に焦点を置き検証を行った３）。これ
ら、検証にて年間継続事業としての本事業の有効
性を示してきた。また、2008年度はそのまとめと
して、具体的にソーシャルスキル育成に向けた、
社会技能訓練的プログラム導入の必要性を提言す
るに至った。
　1��6年、中央教育審議会は第一次答申として
「生きる力」の育成方策の一つとして、青少年の
生活体験・自然体験の機会増加を求めた。また、
2008年の学習指導要領改訂により、ゆとり教育の
見直しは実施されたが、生きる力の育成はより強
化されたものとなった。また、この具体的育成手
法として「自然体験活動の推進」が示され、長期
自然体験活動推進プランが実施されている状況に
ある。
　この様な、背景によって2001年橘らにより作成
された「IKR（IKiRu chikara）評定用紙」は、
児童・生徒におけるキャンプの教育的効果を測定
する尺度として開発され５）、今日ではより簡便に
用いることができる、短縮版の“IKR簡易版”が
用いられることが多くなった。
　そこで本研究では、一般的キャンプ効果測定手
法である“IKR短縮版”と、前年度提言を行った
“ソーシャルスキル尺度”を用い、年間継続事業
である本事業の評価を行うことを主たる目的とす
る。尚、本事業の特性を明確にするため、各事業
における前後の数値比較ではなく、事業ごとの数
値比較を行うことで、年間継続事業形態であるこ
とを検証することとする。

２．対象及び方法

2.1. 対象事業
　本研究の対象事業である、「ハートtoハートin
　YASU＆GENKAI‘0�」は200�年度6回の事業
が実施された。第1回の事業である ｢ファースト
キャンプ｣ は200�年8月5日～ 6日の一泊二日で海
浜レクリエーションを中心に施設泊にて実施され
た。第2回事業である「マリンキャンプ」は8月18
日～ 21日の三泊四日でマリンスポーツや釣りを
中心にテント泊中心に実施された。第1回と第2回
と実施日の間隔が短かったことは、今年度の新規
参加者を募り易くするための配慮からであった。
　続いて第3回の事業「アイランドキャンプ」は�
月8日～ 13日の五泊六日で宗像市大島でのマリン
スポーツや塩作りなどの活動を中心に実施され、
自炊・テント泊中心の形態であった。第4回事業
である「リバーサイドキャンプ」は�月30日～ 10
月4日の四泊五日で、筑紫野市立竜岩自然の家に
て、沢登りや登山などの活動が中心に実施され、
自炊・バンガロー泊中心の形態であった。
　第5回「ハイランズキャンプ」は12月2日～ 4日、
第6回「ファイナルキャンプ」は2010年1月20日～
22日の、それぞれ二泊三日で夜須高原青少年自然
の家にて、登山や施設内の設備を活用したプログ
ラムを中心に実施され、宿舎泊で行われた。

2.2. 参加者状況
　全6回の事業に対し、合計23名（男性15名、女
性8名）の参加者を得た（表1．）。これら参加者
は、福岡県下の小中学校への募集及び昨年度の参
加者へ広報し募ったものである。各回の参加者数
は第1回1�名、第2回13名、第3回10名、第4回15
名、第5回13名、第6回10名の延べ80名の参加者数
であった。
　本事業の対象年齢は、小学校4年生～中学校3年
生までであり、全6回を通じての学年別参加者数
は、小学校で4年生1名（女性1名）、6年生2名（女
性2名）、中学校で1年生2名（男性2名）、2年生�名
（男性6名、女性3名）、そして3年生�名（男性7名、
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女性2名）であった。
　6回を通じての参加回数は、1回のみが8名、2回
が1名、3回が2名、4回が1名、5回が6名、そして6
回が5名であった。本事業の特性を検証するため
に、これら参加者のうち本事業に複数回参加した
者を対象とした分析も用い、その者にとって“初
参加の事業”と、“最終参加の事業“との数値を
比較することとする。

2.3. 検査及び手続き
2.3.1. ソーシャルスキル尺度
　参加者のソーシャルスキルの変容を測定するた
めに、上野らが作成した48項目からなるソーシャ
ルスキル尺度を用いた６）。この尺度は、各項目に
対して「0点：いつもできない」から ｢3点：いつ
もできる｣ の4段階で評価させる4件法を用いたも
のであり、対人マナー（6項目）、状況理解（5項
目）、セルフコントロール（4項目）、課題遂行（5
項目）から「集団行動」を、仲間関係の開始（3
項目）、仲間関係の維持（6項目）、仲間への援助
（3項目）から「仲間関係スキル」を、聞く・話す

（2項目）、非言語スキル（3項目）、アサーション
（8項目）、話し合い（3項目）から「コミュニケー
ションスキル」をそれぞれ測定するものである

表１．対象者の事業参加状況

資料１．ソーシャルスキル尺度（表）



（ 4 ）

― 12 ―

（資料1．）。
　また、この尺度に関しては、学校教育現場にお
ける検証では、本人のみの評価だけでなく、担任
の評価も検証に用いているため、本研究において
も、グループと直接的に関わるボランティアス
タッフの評価も用いることとする。

2.3.2. IKR簡易版
　参加者の生きる力の変容を測定するために、橘
らが作成した「IKR（IKiRu chikara）評定用紙」
を参考に作成された「IKR簡易版」（以下IKRと
略す）を用いた７）。本尺度は ｢１点：まったくあ
てはまらない～ 6点：とてもよくあてはまる｣ ま
での6段階で評価させる6件法を用いたものであ
り、非依存（2項目）、積極性（2項目）、明朗性
（2項目）、交友・協調（2項目）、現実肯定（2項
目）、視野・判断（2項目）、適応行動（2項目）か
ら「心理的社会的能力」を、自己規制（2項目）、
自然への関心（2項目）、まじめ勤勉（2項目）、思

いやり（2項目）から「徳育的能力」を、日常的
行動（2項目）、身体的耐性（2項目）、野外技術・
生活（2項目）から「身体的能力」をそれぞれ測
定するものである（資料2．）。

2.3.3. 検査の手続き
　ソーシャルスキルに関しては第1回事業から第6
回まで全事業最後の夜のグループミーティングに
て、上記質問紙を参加者とその担当ボランティア
に回答させた。IKRに関しては、第1、4、5、6回

資料１．ソーシャルスキル尺度（裏）

資料２．IKR簡易版（表）

資料２．IKR簡易版（裏）
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の事業最終夜に回答させた。

2.3.4. 統計処理
　ソーシャルスキルと得られたデータに関して、
各事業の比較では一元配置の分散分析の後
Scheffeの方法を用い個別の比較を行った。また、
各個人の最初と最後の比較においては、平均値の
差の検定（t検定）を用いた。
　尚、この分析にはシミック株式会社のHAL- 
BAU（High  quality Analysis  Libraries  for 
Business and Academic Users ）７を用いた。こ
の時統計的有意水準は、5％を用いるが、10％を
有意傾向と解釈することとした。

３．結果及び考察

3.1. ソーシャルスキル
　第1回から6回までの全参加者のソーシャルスキ
ル項目別に、各回の平均値と標準偏差を示した
（表2．）。一元配置の分散分析を用い、 その値の変
化に関して検定を実施したが、有意な差は認めら
れなかった。しかし、Scheffeの方法による個別

回の比較において、“コミュニケーションスキル”
における「聞く・話す」の項目に関して、「5.52
（1回目）と4.67（5回目）」との間に有意な下降傾
向が示された（p<.1）。
　このことは、第5回目のプログラム内容が、登
山を中心とした困難克服体験であり、参加者同士
の討議場面が少なかったことの影響があるものと
考える。
　全体を通じて、自己評価によるソーシャルスキ
ルの上昇を期待したが、数値としてその期待に沿
う結果は示されなかった。不登校児・者を捉える
際、彼らの自己肯定感の低さがその特徴として示
されることが多い８）９）。肯定的な自己の変容を捉
える際、安定した自己肯定感が影響することと考
えられ、この手法における事業の有効性を示す結
果に至らなかったものと考える。
　続いて、同様に参加者に直接的に関わったボラ
ンティアスタッフの参加者に対する結果を、各回
の平均値と標準偏差により示した（表3．）。
　この結果からも、一元配置の分散分析にて、有
意な差は認められなかった。しかし、Scheffeの
方法による個別回の比較において、“集団行動”

表２．ソーシャルスキル尺度事業別得点変化(参加者）
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における「対人マナー」の項目に関して、「18.73
（3回目）と20.58（5回目）」の間に有意な上昇傾
向が示された（p<.1）。また、“仲間関係スキル”
における「仲間関係の維持」の項目に関して、
「17.40（2回目）と20.75（6回目）」の間、「仲間関
係への援助」の項目で「10.40（4回目）と12.85
（6回目）」との間に有意な上昇傾向が示された
（p<.1）。そして、“コミュニケーションスキル”
においては、「聞く・話す」の項目において、
「6.08（2回目）と6.�2（6回目）」の間、「6.14（4
回目）と6.�2（6回目）」との間に有意な上昇傾向
が示され（p<.1）、「話し合い」の項目に関して
は、「�.3�（2回目）と10.50（5回目）、10.58（6回
目）」、「�.27（3回目）と10.50（5回目）」、「�.50（4
回目）と10.58（6回目）」との間に、有意な上昇
傾向が （p<.1） 、「�.17（1回目）と10.50（5回目）、
10.58（6回目）」、「�.27（3回目）と10.58（6回目）」
との間に有意な上昇が認められた（p<.05）。
　このことは、他の回と比べ、5回目と6回目にお
けるボランティアスタッフの感じた参加者の話し
合いスキルの上昇が示されるものである。前述し
た、自己評価においてはこの傾向は示されなかっ
たが、参加者は活動場面におけるこの機能を評価

しがちである一方で、スタッフは日常生活や夜の
班別ミーティングの参加者の様子も捉えた影響で
はないかと考える。
　ここまで、事業全体を把握するために、事業ご
との比較検討を行ってきたが、各参加者にとって
“継続的に事業に参加することの効果”をより明
確に示すためには、その対象者にとって、“最初
の事業参加時（First）と、最後の事業参加時
（Final）”の数値を比較検討することが、必要な
もの考える。複数回本事業に参加している者のみ
が対象となるため、必然的に対象となる参加者
は、年間を通じて複数回参加した者に限定される
ため、標本数は最大14名と減少するが、その時の
項目ごとに平均値と標準偏差を示し、平均値の差
の検定（ｔ検定）を実施した結果を示す（表4．）。
　この時、項目ごとの数値としては、上昇傾向が
示されるものの有意な上昇は認められない結果で
あった。唯一、「話す・聞く」の項目においては、
下降傾向を示しており、これは前述した参加者の
事業ごとの比較においても示された結果と合致す
る。各回の活動プログラム特性の影響も十分考え
られ、事業後半に困難克服を目的としたある種の
「自己内葛藤」を意図したプログラム構成であっ

表３．ソーシャルスキル尺度事業別得点変化(スタッフ）
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たことが、要因として挙げられる。本来ならば、
困難克服を参加者同士のグループ単位で達成させ
ることを意図された内容であったものの、個人単
位での克服体験になってしまった可能性を示唆す
るものと考える。
　200�年度の本事業の参加者の多くは、中学生
（87.0％）である。平成20年度の文部科学省学校
基本調査によると年度を越えて不登校である生徒
の割合は52.1％であるとされる10）。実際、参加申
し込み時のヒアリング調査でも、不登校傾向開始
時期が小学校期からとの回答が多い傾向も認めら
れている。
　不登校傾向を示す者に対する、このような自然
体験活動の効果を検証する際、比較的不登校傾向
の短いものに対する有効性が示されることが多
い。本研究におけるソーシャルスキル改善に関し
ても、自己評価において改善が認められなかった
ことは、活動場面における他者との関わりを十分
活用し、演習出来なかった可能性を示すことと考
える。

3.2. 生きる力
　第1回から6回までの全参加者のIKR簡易版の項

目に関して、各回の平均値と標準偏差を示した
（表5．）。一元配置の分散分析用い、その値に関し
て検定を実施したが、有意な差は認められなかっ
た。
　しかし、Scheffeの方法による個別回の比較に
おいて、“心理的社会的能力”における「積極性」
の項目に関して「6.37（1回目）と8.50（6回目）」
との間に、「明朗性」の項目に関して「6.�8（1回
目）と�.25（6回目）」の間に、それぞれ有意な上
昇が示された（p<.01）。また、「交友・協調」の
項目に関しては、「5.�5（1回目）と4.25（4回目）、
7.67（5回目）、8.25（6回目）」との間に有意な上
昇が示される結果であった（p<.1、P<.05、
p<.01）。他にも、「視野・判断」の項目で「6.87
（1回目）と8.08（6回目）」との間に、「適応行動」
の項目で「6.84（1回目）と8.42（6回目）」との間
にも、それぞれ有意な上昇が示された（p<.1、
p<.05）。これら項目の合計点となる「心理的社会
的能力合計」においても、「46.2�（1回目）と
58.67（6回目）」との間に有意な上昇が示される
結果であった（p<.01）。次に、“徳育的能力”に
おいては、「まじめ勤勉」の項目で「6.78（1回目）
と8.33（6回目）」との間にのみ有意な上昇が示さ

表４．ソーシャルスキル尺度参加者にとっての“最初と最後”の比較
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れた。そして、“身体的能力”においては、「身体
的耐性」の項目において、「6.�7（1回目）と8.34
（4回目）」との間に有意な上昇傾向が示された
（p<.1）。
　これら結果が、IKR総合得点の「6�.40（1回目）
と113.33（6回目）」との間の有意な上昇につな
がったことが示される（p<.05）。全14項目のうち
半数の7項目において有意な上昇が示されたが、
うち5項目が、“心理的社会的能力”に関する項目
であった。元来、本質問紙の構成が心理的社会的
能力に関わるものが多いものの、その割合以上
に、ここでの変化項目が多かったことは、本事業
が“心理的社会的能力”を向上させることに有効

であった結果を示すものと考える。
　次に、ソーシャルスキルと同様に、各参加者に
とって“継続的に事業に参加することの効果”を
より明確に示すために、その対象者にとって、
“最初の事業参加時（First）と、最後の事業参加
時（Final）”の数値を比較検討することとする。
ここでの標本数は15名となり、項目ごとに平均値
と標準偏差を示し、平均値の差の検定（ｔ検定）
を実施した結果を示す（表6．）。この時、“心理社
会的能力”における「積極性」の項目のみ「6.60
から8.20」と有意な上昇傾向が示される結果と
なった（p<.1）。しかし、全ての項目において、
数値的には上昇傾向が示されている。このこと

表５．IKR簡易版尺度事業別得点変化
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は、本事業に継続的に参加することが、生きる力
の育成に有効に関わっていることを示すと考え
る。
　実際、本事業に途中から参加できなくなった者
の主たる理由は、「不登校状況の改善・変化」と
なっている。特に、中学3年生の参加者に関して
は、卒業後の進学も考慮に入れ、自ら学校に通う
ようになるとの変化が多く認められた。
　このことは、2008年度から本事業に参加してい
た生徒が、様々な悩みを抱えながらも、自ら高等
学校への進学のため、中学校に登校することを決
意し、そのことを他の参加者に伝えたことの具体
的事例の影響もあると十分考えられる。また、保
護者から本事業後の日常生活における変化状況を
調査した結果、「外出の機会が増えた」、「コミュ
ニケーション量が増加した」、「家事手伝いを積極
的にするようになった」、「家庭内で一定の学習時
間を確保するようになった」、「リビングで家族と

ともに過ごす時間が増えた」等の、望ましい生活
状況変化が生じていることが示された。
　年間を通じて継続的に実施する、本事業の効果
が調査用紙を用いた手法から、統計的には有意な
変化が認めにくい状況であったと考えざるを得な
いが、前述した様々な登校状況・生活状況の改善
から、「数値化しにくい効果」を示したものと考
える。

４．結　語

　200�年度継続的に全6事業を実施した、「ハート
toハートin GENKAI & YASU」の参加者及びそ
の運営に関わったボランティアスタッフに対し、
本事業の効果を測定するために、ソーシャルスキ
ル及び生きる力に関する尺度を用い調査を行っ
た。
　その結果、ソーシャルスキルに関しては、事業
ごとの比較において、回を重ねることで上昇傾向
が示される結果が表れたが、統計的に有意な上昇
とまでは言えないものであった。しかし、本事業
によるソーシャルスキル育成の効果を示すものと
考えた。一方で、“コミュニケーションスキル”
の一つ捉えられる「聞く・話す」の項目に関して
は、有意な下降傾向が示される結果であった。こ
れは、各回におけるプログラム内容の影響、具体
的には「他者との関わりを重視したものであるか
どうか、そこでの討議場面設定の有無」が影響し
たものと言える。
　また、ボランティアスタッフが評価した、参加
者のソーシャルスキルに関しては、全体的に上昇
傾向を示し、特に“集団行動”における「対人マ
ナー」の項目、“仲間関係スキル”における「仲
間関係の維持」「仲間への援助」の項目、そして
“コミュニケーションスキル”における「聞く・
話す」「話し合い」の項目に関しては、統計的に
有意な上昇傾向を示すものであった。このボラン
ティアスタッフの評価に関しては、事業全体を通
じて同じスタッフが、同じ参加者を評価するもの
ではないため、一様の評価基準によるものではな

表６． IKR簡易版尺度参加者にとっての“最初と最後”
の比較
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いが、全体的な上昇を示すことは、参加者が示し
た自己評価の結果よりも、ある意味、信頼できる
ものと捉えることもできると考える。 
　次に、生きる力に関する自己評価による調査結
果からは、全体を通じ上昇傾向が示され、特に
“心理的社会的能力”における「積極性」「明朗
性」「交友・協調」「視野・判断」「適応能力」の
項目、“徳育的能力”における「まじめ勤勉」の
項目、そして“身体的能力”における「身体的耐
性」の項目において、統計的に有意な上昇傾向が
示される結果であった。このことは、今日の学校
教育課題である生きる力育成に本事業が有効に作
用したことを示すものであったと考える。
　本事業は、小学4年生から中学3年生までを対象
とした事業であり、中学3年生が�名と最も多く
なっているものの、残り14名は中学2年生以下の
者である。今回、事業参加後に示した「通学する
ようになる」との変化の多くは、中学3年生で見
られた特徴であった。この変化の要因として、本
事業への参加の影響があることは言うまでもな
い。残念ながら、数値変化による本事業の有効性
を十分に証明することは困難であったといわざる
を得ない。しかし、数値以上に参加者の行動に変
化が現れたことは事実である。
　何らかの事業を実施し、その有効性を検証する
ため、主に参加者が自身で回答する一種の「自己
評価」によるアンケート調査を用いることが必要
である。しかし、様々な課題を持つ本事業の対象
者のような場合、この手法は、その事業を正確に
捉えることができるのか、疑問を持たざるを得な
い。「学校に通うことができない自分」を参加者
は確実に認識しており、そのことは少年期に必要
な確固とした「自己肯定感」を低下させているこ
とは、容易に推測され、そのことが不登校者の特
徴として自己肯定感の低さを呈している。そのた
め、自己評価が相対的に低くなり、アンケート調
査によって示された数値自体が相対的に低くなる
可能性もある。このことを背景とし、本調査にお
ける参加者とボランティアスタッフが示した結果
の相違によって示されているものと考える。

　今日的社会課題を捉える際、義務教育期間にお
ける不登校状態を改善することだけが、目的では
ないと考える。少子高齢化をその背景としながら
も、その後の引きこもりを改善することも重要な
課題であることは、言うまでもない11）。13年間継
続してきた本事業の参加者数は、残念ながら県の
不登校者数から考えると、決して多い数であると
は言えない。しかし、参加者は毎回の事業におけ
る活動、他者との関わりを通じて確実な変化を示
していることは、本事業の有効性を実態として捉
えることができるものである。また、複数年この
事業に参加して、高等学校へ進学した参加者が過
去に多くいたことも事実である。
　200�年度も、中学2年生以下の参加者が14名い
た。本来的な本事業の役割から考えるならば、現
段階での「学校に通うようになる」との変化を求
める必要もあるが、多様化し複雑化する現在の不
登校現象に関しては、短絡的にこのことを求める
ことは困難である。本事業は年間を通じ6回と、
同様の他事業と比較すると、回数及び延べの実施
期間も長いものであるといえるが、参加者の日常
生活時間や人生全体の時間からすると、僅かであ
るといわざるを得ない。しかしながら、他者との
関わりを遮断しがちな各参加者に対して、唯一の
「集団教育の場」として機能している。
　今後、年間を通じた事業数及び各事業における
活動内容も含めたプログラミングの検証が、より
本事業の有効性を高める上で必要なことである。
事業期間は僅かであっても、その事業における経
験の教育的影響力は、各参加者の生涯に及ぶ可能
性が高いことを、再度認識しながら、次年度以降
の本事業の在り方を検証する必要があるものと考
える。

付記：本研究は、平成20年度～平成22年度福岡大
学研究推進部領域別研究「野外教育プログラム研
究」による研究であり、記して感謝の意を表しま
す。
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